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２ 本県での漁協合併をめぐる経過

時 期 経 過 の 概 要

H10年

～H15年

・平成10年当初、78の沿海地区漁協が存在

・漁連が策定した「県下８漁協構想」（平成 15 年からは「県下７漁協構

想」）に基づき、漁協合併が進められた結果、以下の３組合を設立

① 宿毛市、大月町の16組合（１業種別組合を含む）が合併し、すくも湾

漁協を設立（設立後に沖の島漁協を吸収合併）

② 大方町の４組合が合併し、大方町漁協を設立

③ 土佐清水市の６組合が合併し、土佐清水市漁協を設立

・知事が、議会の冒頭、県１漁協構想へ移行すべき旨を表明

・東洋町、室戸市の５組合が合併し、室戸岬東漁協を設立

・すくも湾漁協が宿毛市漁協を吸収合併

・３団体（県漁連、信漁連、基金協会）と県で、県１漁協構想の青写真を作

成

・高知県１漁協構想検討委員会を設置

・香南地区の４組合が合併し、香南漁協を設立

・高知県１漁協構想検討委員会から「漁協合併に関する提言」が出される

・県漁連臨時総会において、「県１漁協構想」への方針転換を決定

・高知県１漁協構想推進委員会を設置

・室戸漁協の解散に伴い、室戸岬東漁協が室戸漁協組合員を受入

・県内の25組合が合併し、高知県漁協を設立

・県漁連は経済事業を廃止し、指導事業に特化した組織に改編

・興津漁協の解散に伴い、興津漁協組合員が高知県漁協に加入

・高知県漁協が上ノ加江漁協を吸収合併

・高知県漁協が窪津漁協を吸収合併することを組織決定

【平成30年10月末時点の漁協数：20組合】

高知県、野根、吉良川町、羽根町、奈半利町、安芸、浜改田、十市、

春野町、大谷、野見、須崎釣、錦浦、須崎町、久礼、下田、窪津※、

橘浦、藻津、すくも湾

※ 窪津漁協は平成31年４月１日に高知県漁協と合併予定

H16年

H17年

H19年

H20年

H23年

H27年

H29年

H30年

２月

４月

12月

７月

10月

12月

４月

４月

４月

４月

４月

９月
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表８ 組合財産の推移 （単位：百万円）

資料：各漁協業務報告書

（３）収支状況

○ 平成28年度末の購買事業総利益は、漁業者の減少等により燃油資材に対する需要が減少した

こと等から、平成24年度末に比べ53百万円（21.0％）減少し199百万円

○ 販売事業総利益は、平成27年度まではさんごの影響もあり増加傾向であったが、平成28年度

はさんごも含めて取扱高が少なく、平成24年度末に比べ34百万円（4.2％）減少し783百万円

○ 平成28年度末の事業管理費は、高知県漁協の経営合理化により人件費が削減されたこと等か

ら、平成24年度末に比べ143百万円（7.6％）減少し1,742百万円

○ 事業利益は、事業管理費の削減等により平成26年、27年には黒字となったが、平成28年度末

は水揚不振等により、平成24年度末に比べ7百万円減少し▲25百万円

○ その他漁協の平成28年度末の事業利益は平成24年度末と比べて71百万円減少するとともに、

過去５年間は赤字で推移

H24 H25 H26 H27 H28

資 産 合 計 8,716 7,824 8,140 7,641 7,443

高 知 県 漁 協 4,521 4,012 4,212 3,784 3,820

す く も 湾 漁 協 1,679 1,506 1,472 1,417 1,392

そ の 他 漁 協 2,516 2,306 2,456 2,440 2,231

現 預 金 額 1,229 795 1,149 1,038 1,083

高 知 県 漁 協 568 211 468 293 371

すくも湾漁協 154 74 84 104 92

そ の 他 漁 協 507 510 597 641 620

負 債 合 計 7,195 6,416 6,438 5,547 5,291

高 知 県 漁 協 4,129 3,580 3,629 3,057 2,976

す く も 湾 漁 協 1,217 1,041 1,003 1,011 967

そ の 他 漁 協 1,849 1,795 1,806 1,479 1,348

短 期 借 入 金 1,625 1,287 1,506 1,172 1,238

高 知 県 漁 協 786 428 737 559 650

すくも湾漁協 375 350 320 320 310

そ の 他 漁 協 464 509 449 293 278

長 期 借 入 金 1,833 1,542 1,292 1,006 870

高 知 県 漁 協 1,086 897 673 464 358

すくも湾漁協 321 299 277 255 254

そ の 他 漁 協 426 346 342 287 258

純 資 産 合 計 ① 1,521 1,408 1,702 2,094 2,152

高 知 県 漁 協 392 432 584 727 844

す く も 湾 漁 協 462 465 469 406 425

そ の 他 漁 協 667 511 649 961 883

出 資 金 ② 1,684 1,665 1,639 1,571 1,546

高 知 県 漁 協 838 832 819 813 797

すくも湾漁協 425 419 411 394 390

そ の 他 漁 協 421 414 409 364 359
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資料：各漁協業務報告書

３ 漁協が抱える問題点

（１）組合員数の減少

○ 正組合員数は、高齢化と後継者不足により、今後も減少すると予測

○ 正組合員数が50人未満の組合は33.3％（１組合では正組合員数が30人未満）で、今後法定

解散も懸念

（２）職員数の減少

○ 平成28年度末時点で職員数が２人以下の組合は47.6％で、職員がいない組合も存在

○ 経営の合理化により職員数は減少し、良質なサービスの供給が困難

（３）施設の老朽化

○ 県内漁協の市場や事務所の多くで老朽化が進行

○ 施設改修には多額の費用を要するため、財務基盤の脆弱な小規模漁協では困難

（４）経営基盤の強化

○ 自己資本額が出資金額以下の組合は23.8％（３組合では自己資本額が赤字）

○ 全体の７割以上が事業利益で赤字を計上しており、全体の２割近くが当期利益で赤字を計上

○ 販売取扱高に占める宝石さんごの取扱高は平成28年度末時点で29.8％

○ 経営の合理化等による経営基盤の強化が急務

表10 本県沿海地区漁協が抱える課題 （単位：組合、市場）

資料：各漁協業務報告書、県資料

注１ 市場の築年数は、県の補助金関連の資料から推定したもの（築年数が不明な市場あり）

注２ 市場の数は、漁協が開設者となっている市場のみを計数

H24 H25 H26 H27 H28

事 業 外 収 支 117 ▲42 327 51 122

高 知 県 漁 協 65 100 166 5 114

す く も 湾 漁 協 ▲43 ▲9 ▲13 ▲92 ▲10

そ の 他 漁 協 95 ▲133 174 138 18

当 期 利 益 99 ▲89 337 222 97

高 知 県 漁 協 25 46 164 149 133

す く も 湾 漁 協 ▲7 10 8 ▲37 31

そ の 他 漁 協 81 ▲145 165 110 ▲67

H24 H25 H26 H27 H28

正組合員数が50人未満の組合数 4／22 6／22 6／22 8／21 7／21

職員数が２人以下の組合数 7／22 8／22 9／22 9／21 10／21

整備後30年以上経過した市場数 19／38 19／38 21／36 19／33 19／34

繰越欠損金を有する組合数 11／22 11／22 10／22 11／21 8／21

事 業 利 益 が 赤 字 の 組 合 数 13／22 16／22 15／22 13／21 15／21

当 期 利 益 が 赤 字 の 組 合 数 6／22 7／22 3／22 8／21 4／21
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③ 全国の事業総利益との比較

○ １組合あたりの事業総利益は、全国平均の 70.3%から 84.8%で推移しており、平成 28

年度には 80,519 千円

○ 職員１人あたりの事業総利益は、全国平均の 70.2%から 85.5%で推移しており、平成 28

年度には 6,529 千円

表３ 全国の事業総利益との比較 （単位：千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

（２）購買事業

① 実施状況等

○ 21組合中 17組合が購買事業を実施しており、うち11組合（県漁協が 22支所及び１地

区、すくも湾漁協が13支所）が石油類（軽油又はA重油）の購買を実施

○ 購買事業に従事する職員数は、平成 24年度からほぼ横ばいの34.3人で、１組合あた

りの職員数は、高知県漁協が22.1 人、すくも湾漁協が6人、その他漁協が 0.4人

表４ 購買事業の実施状況等の推移 （単位：組合、人）

資料：各漁協業務報告書

注 石油類購買の実施状況は、軽油又はA重油の購買を実施している組合の数で、潤滑油（オ

イル）のみの購買を実施している組合を含まない

H24 H25 H26 H27 H28

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 84,867 79,591 85,182 91,428 80,519

全国 100,117 107,781 113,525 116,518 114,538

県内／全国 84.8 73.8 75.0 78.5 70.3

職員あたりの総利益 － － － － －

県内 6,740 6,231 7,045 7,471 6,529

全国 7,888 8,588 9,004 9,430 9,300

県内／全国 85.5 72.6 78.2 79.2 70.2

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 19／22 19／22 19／22 17／21 17／21

うち石油類 12／22 12／22 12／22 11／21 11／21

職員数 34.2 35.8 32.4 31.7 34.3

高知県漁協 21.1 22.3 19.9 20.2 22.1

すくも湾漁協 6.0 6.0 6.0 5.0 6.0

その他漁協 7.1 7.5 6.5 6.5 6.2

組合あたりの従事職員数 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
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図１ 石油類の購買事業を実施している漁協（支所）配置図（平成 28年度末時点）

② 購買事業総利益

○ 事業総利益は、平成 24年度から21.2%減少して198,526 千円で、１組合あたりの総利

益は高知県漁協が 108,980 千円、すくも湾漁協が 42,605 千円、その他漁協が 3,129 千

円

○ 職員１人あたりの総利益は、平成 24年度から 21.4%減少し 5,788 千円で、漁協別に見

ると、高知県漁協が4,931 千円、すくも湾漁協が7,101 千円、その他漁協が 7,571 千円

○ 購買事業を実施している17組合中 13組合では事業総利益が300 万円未満で、平成25

年度から平成 27年度の間には事業総利益が赤字の組合も存在

表５ 購買事業総利益の推移 （単位：千円、組合）

資料：各漁協業務報告書

H24 H25 H26 H27 H28

事業総利益 251,827 230,064 207,864 205,043 198,526

高知県漁協 152,222 128,985 115,492 110,292 108,980

すくも湾漁協 36,633 32,841 33,838 41,123 42,605

その他漁協 62,972 68,238 58,534 53,628 46,941

１組合あたりの総利益 3,704 4,014 3,443 3,575 3,129

職員１人あたりの総利益 7,363 6,426 6,416 6,468 5,788

高知県漁協 7,214 5,784 5,804 5,460 4,931

すくも湾漁協 6,106 5,474 5,640 8,225 7,101

その他漁協 8,869 9,098 9,005 8,251 7,571

総利益が 300 万円未満の組合数 15／19 13／19 15／19 13／17 13／17

うち総利益が赤字の組合数 0／19 1／19 1／19 1／17 0／17
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御畳瀬
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＝　石油類の購買を実施している漁協

＝　石油類の購買を実施している高知県漁協の支所

＝　石油類の購買を実施しているすくも湾漁協の支所

注　自ら石油類を仕入れて販売する漁協（支所）のみを抜粋

＝　石油類の購買を廃止予定※

三津

椎名加領郷
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③ 全国との比較

○ １組合あたりの事業総利益は、全国平均の 65.3%から 75.5%で推移しており、平成 28

年度には 11,678 千円

○ 従事職員１人あたりの事業総利益は、全国平均の 53.8%から 72.5%で推移しており、平

成28年度には 5,788 千円

表６ 全国の購買事業総利益との比較 （単位：千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

④ 購買品供給高及び購買未収金等

○ 購買品供給高は、平成24年度から 47.8%減少し 1,459,721 千円

○ 購買品供給高のうち６割以上が石油類の供給高

○ 石油類の供給高は漁業者数の減少等により平成 24年度から45.1%減少し 945,869 千円

○ 資材類の供給高は漁業者数の減少等により平成24年度から半減して 486,195 千円

○ 生活用品の供給高は漁村人口の減少等により平成24年度から43.9%減少し27,657千円

○ 購買事業に係る多額の固定化債権が経営を圧迫しており、高知県漁協及びすくも湾漁

協ともに購買未収金の５割以上を償却

○ 減災対策として、県内の漁業用屋外燃油タンク 34基全ての撤去が進められており、34

基のうち 13基は撤去のみとし、15基を地下タンクに、５基を津波等の災害に対応した

タンクに更新予定（残る１基の対応は未定）

表７ 購買品供給高及び購買未収金の推移 （単位：千円）

H24 H25 H26 H27 H28

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 13,254 12,109 10,940 12,061 11,678

全国 17,564 16,745 16,750 17,826 17,447

県内／全国 75.5 72.3 65.3 67.7 66.9

職員あたりの総利益 － － － － －

県内 7,363 7,014 7,070 6,468 5,788

全国 10,153 9,988 10,318 10,699 10,757

県内／全国 72.5 70.2 68.5 60.5 53.8

H24 H25 H26 H27 H28

購買品供給高 2,796,015 2,764,680 2,527,222 1,895,462 1,459,721

うち石油類 1,721,221 1,726,460 1,576,009 1,099,177 945,869

高知県漁協 1,282,736 1,265,524 1,131,556 830,307 713,516

すくも湾漁協 220,214 219,886 212,634 148,435 137,832

その他漁協 218,271 241,050 231,819 120,435 94,521

うち資材類 1,025,528 988,697 917,437 752,511 486,195

高知県漁協 373,112 301,651 242,291 180,364 187,124

すくも湾漁協 41,873 60,134 49,583 54,985 56,004

その他漁協 610,543 626,912 625,563 517,162 243,067

うち生活用品 49,266 49,523 33,776 43,774 27,657

高知県漁協 3,701 3,754 2,545 2,235 1,952

すくも湾漁協 45,266 45,489 31,001 41,535 25,702

その他漁協 299 280 230 4 3
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資料：各漁協業務報告書

（３）販売事業

① 実施状況等

○ 21組合中18組合が販売事業を実施

○ 産地市場数は、市場統合が進展し、平成 24年度から４市場減少し 34市場

○ 買受人の延べ数は、平成24年度から 105者減少し 772 者

○ 買受人数が 50者未満の市場は30市場で全体の９割近くを占めており、うち９市場は

買受人数が 10者未満

○ 取扱金額が 1億円未満の市場は15市場で全体の 4割以上を占めており、うち 11市場

は取扱金額が 5千万円未満

表８ 販売事業の実施状況等の推移 （単位：組合、市場、者、人、百万円）

資料：各漁協業務報告書、県資料

H24 H25 H26 H27 H28

購買未収金 775,053 835,701 733,902 642,500 551,464

高知県漁協 434,968 453,813 365,720 320,428 311,828

個別貸倒引当金 201,155 229,775 203,875 216,378 203,966

すくも湾漁協 113,159 115,204 104,335 87,368 79,738

個別貸倒引当金 26,405 26,315 25,199 47,294 44,567

その他漁協 226,926 266,684 263,847 234,704 159,898

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 20/22 19/22 19/22 18/21 18/21

産地市場数 38 38 36 33 34

買受人の延べ数 877 873 805 810 772

市場あたりの職員数 2.1 2.2 2.2 2.3 2.2

高知県漁協 2.1 2.0 2.1 1.9 1.8

すくも湾漁協 7.0 7.0 7.0 9.0 10.0

その他漁協 1.9 2.1 2.0 2.3 2.4

市場あたりの買受人数 38 38 36 33 23

10 者未満 10 11 11 7 9

10 者以上、50者未満 23 22 21 22 21

50 者以上 5 5 4 4 4

市場あたりの取扱金額 219 213 249 258 229

5 千万円未満 9 11 11 8 11

5 千万円以上、1 億円未満 9 9 7 6 4

1 億円以上、5 億円未満 16 15 13 16 16

5 億円以上 4 3 5 3 3
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図２ 県内の市場配置図（平成28年度末時点）

② 販売取扱高等

○ 受託販売取扱高は、好調なさんご漁業に支えられたこともあり、平成 27年度までは増

加傾向にあったが、平成 28年度は平成 24年度から9.1%減少し 11,792,182 千円

○ 受託販売取扱高のうちさんご取扱高が３割以上を占めており、さんご取扱高を除いた

受託販売取扱高は、平成 24年度から 15.0%減少し 7,920,343 千円

○ 高知県漁協は、買取販売事業の一部を新たに設立した販売子会社に移設したため、平

成28年度の買取販売取扱高が、平成 24年度から 43.7%減少

○ すくも湾漁協の買取販売取扱高は、加工原魚向けに養殖魚の買取販売を推進したため、

平成24年度から 10倍近くに増加

○ 高知県漁協の販売子会社は、収益性が悪い配達業務等を平成27年度に廃止したため売

上高が大きく減少

※受託販売：漁協が卸売業者となり、漁業者の委託を受けて漁獲物を産地市場で販売

※買取販売：漁協が漁業者の漁獲物を直接、又は市場で買い取って販売

表９ 販売高等の推移 （単位：千円）

H24 H25 H26 H27 H28

受託販売取扱高 12,966,836 13,158,632 14,181,478 14,401,960 11,792,182

うちさんご 3,649,709 4,501,864 4,863,752 5,549,705 3,871,839

高知県漁協 8,024,866 7,999,438 8,673,917 8,840,168 7,101,996

うちさんご 2,515,342 2,998,801 3,029,153 3,783,630 2,638,269

すくも湾漁協 2,571,135 2,763,748 3,063,573 3,037,353 2,630,366

うちさんご 1,018,567 1,268,000 1,546,604 1,546,604 1,077,210

その他漁協 2,370,835 2,395,446 2,443,988 2,524,439 2,059,820

うちさんご 115,800 235,063 287,995 219,471 156,360

買取販売取扱高 972,119 1,008,065 1,095,205 1,152,447 1,178,961

高知県漁協 272,542 213,227 215,483 215,769 153,550

すくも湾漁協 56,917 106,091 218,101 337,998 563,660

その他漁協 642,660 688,747 661,621 598,680 461,751

甲浦

野根

佐喜浜町

椎名

三津

室戸岬

羽根町

田野町
安田町

奈半利町

安芸
芸西

手結
赤岡

吉川

室戸

加領郷

　　　＝　５千万円未満

　　　＝　５千万円以上、１億円未満

　　　＝　１億円以上、３億円未満

　　　＝　３億円以上、５億円未満

　　　＝　５億円以上、10億円未満

　　　＝　10億円以上

高岡

久礼

御畳瀬

上ノ加江

春野町

宇佐
須崎

鈴

伊田 佐賀

田野浦

下ノ加江
以布利

窪津

清水

すくも湾

志和
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資料：各漁協業務報告書

注 さんごの販売取扱高は、各漁協の業務報告書から知り得る範囲の金額で、業務報告書にさ

んご販売取扱高の記載がない漁協については未集計

③ 販売事業総利益

○ 事業総利益は、好調なさんご漁業に支えられたこともあり、平成27年度までは増加傾

向であったが、平成 28年度は平成24年度から 4.2%減少し 782,699 千円で、１組合あた

りの総利益は、高知県漁協が522,517 千円、すくも湾漁協が 135,947 千円、その他漁協

が7,765 千円

○ 職員１人あたりの総利益は、平成 24年度から 4.4%増加し 10,520 千円で、漁協別に見

ると高知県漁協が 12,123 千円、すくも湾漁協が 13,595 千円、その他漁協が 5,833 千円

○ 一方、販売事業を実施している18組合中５組合では事業総利益が 300万円未満

○ また、平成 28年度のさんごの受託販売に係る手数料は 176,277 千円で、これを除いた

事業総利益は 606,422 千円となり、職員１人あたりの事業総利益は 8,151 千円

表 10 販売事業総利益 （単位：千円、組合）

資料：各漁協業務報告書

注 さんごの販売手数料は、各漁協の業務報告書から知り得る範囲の金額で、業務報告書にさ

んご販売手数料の記載がない漁協については未集計

④ 全国の販売事業総利益との比較

○ 県内の１組合あたりの事業総利益は、全国平均の 73.4%から 89.3%で推移しており、平

成28年には 43,483 千円

○ 従事職員１人あたりの事業総利益は、全国平均の 62.9%から 79.2%で推移しており、平

成28年には 10,520 千円

H24 H25 H26 H27 H28

高知県漁協販売子会社 － － － － －

売上高 71,450 144,454 137,601 36,917 38,541

当期利益 1,645 1,480 ▲ 2,980 ▲ 783 ▲ 1,575

H24 H25 H26 H27 H28

事業総利益 816,915 762,432 906,529 978,096 782,699

高知県漁協 536,035 482,332 587,743 654,348 522,517

すくも湾漁協 95,811 104,812 123,418 142,752 135,947

その他漁協 185,069 175,288 195,368 180,996 124,235

組合あたりの総利益 10,282 10,311 11,492 11,312 7,765

さんご販売手数料 116,120 148,342 202,074 236,898 176,277

職員あたりの総利益 10,073 9,164 11,563 13,111 10,520

高知県漁協 10,001 9,083 11,802 14,704 12,123

すくも湾漁協 13,687 14,973 17,631 15,861 13,595

その他漁協 9,028 7,588 9,045 8,578 5,833

総利益が 300 万円未満の組合数 5／20 6／19 5／19 4／18 5／18

うち総利益が赤字の組合数 0／20 0／19 0／19 0／18 0／18
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表11 全国の販売事業総利益との比較 （単位：千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

（４）指導事業

① 実施組合数、従事職員数及び収支差額

○ 指導事業は、全ての漁協が実施

○ 指導事業の主な内容としては、掃海作業や漁場の整備、種苗放流のほか、高知県漁協

は新規就業者の支援や確保に係る業務を実施

○ また、指導事業における主な収益は、組合員からの賦課金、行政庁からの補助金、養

殖小割等の設置に係る漁場料等

○ 指導事業に従事する職員数は、平成 24年度から 3.8 人減少し14.7 人で、１組合あた

りの職員数は、高知県漁協が7.4 人、すくも湾漁協が 4人、その他漁協が 0.2人

○ 収支差額は、平成24年度から 0.8%増加して 456,518 千円で、１組合あたりの収支差額

は高知県漁協が 142,214 千円、すくも湾漁協が 168,682 千円、その他漁協が 7,644 千円

○ 職員１人あたりの収支差額は、平成 24年度から26.8%増加し 31,056 千円で、すくも湾

漁協及びその他漁協で顕著に増加傾向

○ 収支差額が 1千万円以上の漁協は全体の 28.6%で、うち 2組合では収支差額が 1億円

以上

表12 指導事業の実施状況、職員数及び収支差額 （単位：組合、人、千円）

H24 H25 H26 H27 H28

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 40,846 40,128 47,712 54,339 43,483

全国 51,136 54,640 56,369 60,863 57,716

県内／全国 79.9 73.4 84.6 89.3 75.3

職員あたりの総利益 － － － － －

県内 10,073 9,164 11,563 13,111 10,520

全国 13,784 14,576 15,185 16,556 15,973

県内／全国 73.1 62.9 76.1 79.2 65.9

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 22／22 22／22 22／22 21／21 21／21

従事職員数 18.5 14.4 13.1 13.1 14.7

高知県漁協 8.0 6.3 5.5 5.5 7.4

すくも湾漁協 5.0 4.0 4.0 4.0 4.0

その他漁協 5.5 4.1 3.6 3.6 3.3

１組合あたりの従事職員数 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2

収支差額 453,092 462,989 474,052 459,086 456,518

高知県漁協 146,986 156,515 151,552 147,626 142,214

すくも湾漁協 176,411 173,181 178,805 168,828 168,682

その他漁協 129,695 133,293 143,695 142,632 145,622

１組合あたりの収支差額 6,485 6,665 7,185 7,507 7,644

職員１人あたりの収支差額 24,491 32,152 36,187 35,045 31,056

高知県漁協 18,373 24,844 27,555 26,841 19,218

すくも湾漁協 35,282 43,295 44,701 42,207 42,171

その他漁協 23,581 32,510 39,915 39,620 44,128
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資料：各漁協業務報告書

② 全国の指導事業収支差額との比較

○ 1組合あたりの収支差額は、全国平均の155.3%から 161.5%で推移しており、平成 28年

度には 21,739 千円

○ 職員 1人あたりの収支差額は、全国平均の 199.7%から 263.9%で推移しており、平

成 28年度には 31,056 千円

表 13 全国の指導事業収支差額との比較 （単位：千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

（５）製氷冷凍事業

① 実施状況等

○ 21組合中 17組合が製氷冷凍事業を実施しており、うち 16組合が製氷事業を、７組合

が冷凍冷蔵事業を実施

○ 製氷冷凍事業に従事する職員数は、平成 24年度から４人減少し 11.9人で、１組合あた

りの職員数は、高知県漁協が 4.5人、すくも湾漁協が４人、その他漁協が0.2 人

○ 製氷冷凍事業のうち製氷事業では製氷機の自動化が進んでおり、冷凍冷蔵事業は保管業

務が主体であるため、少人数での対応が可能

○ 事業総利益は、平成 24年度から28.7%減少して91,561 千円で、１組合あたりの総利益

は、高知県漁協が 37,366 千円、すくも湾漁協が30,722 千円、その他漁協が1,565 千円

○ 一方、製氷冷凍事業を実施している組合の７割では事業総利益が 300万円未満で、この

うち５組合では事業総利益が赤字

○ 製氷取扱高及び冷凍冷蔵取扱高（凍結保管料収入）ともにほぼ横ばいで推移

表14 製氷冷凍事業の実施組合数及び事業総利益等 （単位：組合、人、千円）

H24 H25 H26 H27 H28

収支差額が１千万円以上の組合数 10／22 11／22 11／22 11／21 6／21

うち１億円以上の組合数 2／22 2／22 2／22 2／21 2／21

収支差額が赤字の組合数 2／22 2／22 3／22 2／21 2／21

H24 H25 H26 H27 H28

組合あたりの収支差額 － － － － －

県内 20,595 21,045 21,548 21,861 21,739

全国 12,750 13,483 13,872 13,690 13,816

県内／全国 161.5 156.1 155.3 159.7 157.3

職員あたりの収支差額 － － － － －

県内 24,491 32,152 36,187 35,045 31,056

全国 12,266 13,520 13,840 13,282 13,632

県内／全国 199.7 237.8 261.5 263.9 227.8

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 17／22 17／22 18／22 17／21 17／21

製氷事業 16／17 16／17 17／18 16／17 16／17

冷凍冷蔵事業 8／17 9／17 9／18 8／17 7／17
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資料：各漁協業務報告書

② 全国の製氷冷凍事業との比較

○ １組合あたりの事業総利益は、全国平均の 48.6%から 79.7%で推移しており、平成 28年

度には 5,386 千円

○ 従事職員１人あたりの事業総利益は、全国平均の91.7%から 137.6%で推移しており、平成

28年度には7,694 千円

表 15 全国の製氷冷凍事業総利益との比較 （単位：千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

H24 H25 H26 H27 H28

職員数 15.9 14.3 13.1 13.5 11.9

高知県漁協 7.5 6.9 5.7 5.6 4.5

すくも湾漁協 4.0 3.0 3.0 4.0 4.0

その他漁協 4.4 4.4 4.4 3.9 3.4

1 組合あたりの職員数 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2

事業総利益 128,421 93,880 95,042 106,506 91,561

高知県漁協 67,154 48,194 51,277 46,694 37,366

すくも湾漁協 31,792 17,129 16,242 33,245 30,722

その他漁協 29,475 28,557 27,523 26,567 23,473

1 組合あたりの総利益 1,965 1,904 1,720 1,771 1,565

職員 1 人あたりの総利益 8,077 6,565 7,255 7,889 7,694

高知県漁協 8,954 6,985 8,996 8,338 8,304

すくも湾漁協 7,948 5,710 5,414 8,311 7,681

その他漁協 6,699 6,490 6,255 6,812 6,904

製氷取扱高 286,224 261,432 273,126 283,377 268,527

高知県漁協 132,561 114,439 123,320 117,151 102,023

すくも湾漁協 92,172 88,570 90,108 108,832 106,981

その他漁協 61,491 58,423 59,698 57,394 59,523

冷凍冷蔵取扱高(凍結保管料) 27,879 30,058 27,635 29,159 25,731

高知県漁協 11,860 12,139 10,701 10,506 9,599

すくも湾漁協 5,486 6,640 7,387 7,210 6,948

その他漁協 10,533 11,279 9,547 11,443 9,184

総利益が 300 万円未満の組合数 11／17 11／17 13／18 10／17 12／17

うち総利益が赤字の組合数 3／17 4／17 3／18 4／17 5／17

H24 H25 H26 H27 H28

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 7,554 5,522 5,280 6,265 5,386

全国 9,474 11,080 10,862 11,112 10,557

県内／全国 79.7 49.8 48.6 56.4 51.0

従事職員あたりの総利益 － － － － －

県内 8,077 6,565 7,255 7,889 7,694

全国 5,869 7,158 7,312 7,794 7,660

県内／全国 137.6 91.7 99.2 101.2 100.4
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（６）その他事業

① 共済事業

○ 共済事業は、８組合が実施

○ 共済事業の主な収入源は、共済手数料のほか全国共済水産業協同組合連合会から支払

われる奨励金等

○ 共済事業の１組合あたりの総利益は、全国平均の 134.6%から 167.8%で推移しており、

平成 28年度には 6,386 千円

表 16 共済事業の状況 （単位：組合、千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

② 利用事業

○ 利用事業は、16組合が実施

○ 利用事業の主な収入源は、上架施設や漁具倉庫等の使用料

○ 利用事業の１組合あたりの総利益は、全国平均の 42.3%から 62.4%で推移しており、平

成28年には 3,420 千円

表 17 利用事業の状況 （単位：組合、千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

③ 漁場利用事業

○ 漁場利用は、４組合が実施

○ 漁場利用の主な収入源は、釣筏等の遊漁施設の使用料のほか、遊漁船業者からの漁場

利用料

表18 漁場利用事業の状況 （単位：組合、千円、％）

資料：各漁協業務報告書、水産業協同組合統計表

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 9／22 9／22 9／22 8／21 8／21

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 6,672 6,679 6,324 7,348 6,386

全国 4,956 4,598 4,482 4,379 4,149

県内／全国 134.6 145.3 141.1 167.8 153.9

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 17／22 17／22 17／22 16／21 16／21

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 3,654 3,544 3,468 3,281 3,420

全国 5,856 7,863 8,145 7,755 7,416

県内／全国 62.4 45.1 42.6 42.3 46.1

H24 H25 H26 H27 H28

実施組合数 3／22 3／22 3／22 3／21 4／21

組合あたりの総利益 － － － － －

県内 7,361 6,589 6,431 4,213 6,275

全国 16,979 12,313 9,162 15,664 15,529

県内／全国 43.4 53.5 70.2 26.9 40.4
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２ 将来予測

（１）漁業生産及び漁業経営体数

○ 平成 17 年の本県の漁業生産を 100 とすると、平成 28 年までの 11 年間で、生産量は

36.4 ポイント、生産額は 30.6 ポイント減少

○ 一方、単価は、平成 17 年から 9.2 ポイント増加

○ 平成 25年の漁業経営体数は、平成５年から 1,952 減少しており、このままの傾向で

減少が続くと、平成 35年には 1,500 を切る可能性

○ 生産額、生産量は、このままの状態が続けば、漁業経営体の減少とも相まって、緩や

かに減少していくものと予測

図１ 漁業生産の推移（養殖を除く） 資料：農林水産統計

図２ 漁業経営体数の推移と将来予測 資料：漁業センサス
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（２）沿岸漁業生産

○ 平成 17 年の本県の沿岸漁業生産を 100 とすると、平成 28 年までの 11年間で、生産

量は 26.7 ポイント減少し、生産額は 14.3 ポイント減少

○ 近年価格が高騰しているさんご漁業の生産額を除くと、沿岸漁業の生産額は 39.1 ポ

イント減少

図３ 沿岸漁業の生産額の推移 資料：農林水産統計、各漁協業務報告書

注 沿岸漁業の生産額とは、本県の総漁業生産額から遠洋・近海漁業によるかつお・まぐろ

類の生産額（各年（H17～H21 は H22～H27 の平均）の生産量から推計）を除いたもの
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（３）市場における取扱金額

○ 芸東ブロックの取扱金額は、まぐろはえ縄等の漁獲量が減少したことに加え、きんめ

釣り漁業者の多くがさんご漁業へ転換したこと等により、平成 14 年から大きく減少し

ており、ここ５年間でも減少傾向

○ また、清水ブロックの取扱金額も、多くの釣り漁業者がさんご漁業へ転換したことに

より、平成 14 年から大きく減少しており、ここ５年間でも減少傾向

○ さんご漁業がない中央及び幡東ブロックは減少幅が小さいものの、一貫して減少傾向

○ 高岡ブロックは、年によって一部未集計の市場があり、傾向が不明瞭な面もあるが、

おおむね横ばい

○ 宿毛湾ブロックは、すくも湾中央市場（田ノ浦）への市場統合と同時に、県外での水

揚げが多かった中型まき網漁業の水揚げを同市場へ集約できたこと等により、平成 14

年から取扱金額が増加

○ 経営体数の減少や、漁業就業者の高齢化が続いていることから、各ブロックとも長期

的には取扱金額が減少するものと予測

図４ 市場における取扱金額の推移 資料：県資料
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（４）県内漁協の収支

○ 県内漁協の収支は、さんご漁業が好調なこと、一部漁協で経営の合理化等の収支改善

に取り組んだこと等により、改善しつつある

○ 一方、最近の収支は、さんごの手数料収入を相当額含んでおり、さんご漁業の好調が

収束すると、悪化する可能性が大（主要漁協の H28 のさんご手数料収入は 1.8 億円）

○ また、前述のとおり漁業生産額や経営体数は減少傾向

○ 加えて、職員１人あたりの事業総利益も全国平均を大幅に下回っている

○ 以上のことから、引き続き経営の合理化等の収支改善に向けた取組みや検討が必要

図５ 県内漁協の収支状況の推移 資料：各漁協業務報告書
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Ⅷ 高知県１漁協の将来像に関する提言

本県では、漁獲高の大幅な減少に伴う漁業者の高齢化や減少に歯止めがかからない

中、組合員からの負託に応えうる強靱な組織体制を構築するため、平成 17 年に県漁

連の臨時総会で高知県１漁協構想を組織決定し、漁協合併に取り組んできた。その結

果、平成 20 年に 25 漁協が合併して高知県漁協を設立した一方で、財務面での不安等

により 21 漁協が合併に不参加となった。

平成 20 年以降、高知県漁協は、スケールメリットを活かした経営の効率化と財務

基盤の強化に取組んだ結果、繰越欠損金を解消し、借入金も大幅に圧縮するなど、一

定の経営改善を達成した。しかしながら、収益面の柱となっているさんご漁業が先行

き不透明なことに加え、支所の財務管理や内部牽制体制の構築が十分でなく、支所間

の財務格差が拡大するとともに、不祥事件が後を絶たないなど、依然として多くの課

題を抱えている。

一方、合併に参加しなかった漁協の多くは、組合員の減少や経営の悪化が進行する

中で、一部には、正組合員の減少による法定解散や、債務超過による資金繰り破綻が

懸念される漁協も見受けられる。

このような厳しい状況を打開し、漁協が先頭に立って賑わいのある漁村を取り戻す

ためには、高知県１漁協構想に基づく漁協合併の推進はもとより、先に述べた高知県

１漁協の将来像に沿って、地域の合意形成に基づく市場・事務所の統合により組織体

制と財務基盤を抜本的に強化するとともに、組合員のニーズに対応したきめ細かなサ

ービス提供ができるよう、ハード面での計画的な整備や優秀な人材の育成・確保に努

める中で、販売事業と指導事業を強化しなければならない。

こうした取組みを着実に進めていくためには、改めて県域全体を包括する推進母体

を組織し、具体的な実行計画を策定するとともに、高知県漁協とすくも湾漁協が中心

となって関係者の合意形成を図り、実行計画に基づく活動を展開することが重要であ

る。

関係者が、本県漁業・漁村の置かれた厳しい状況を正確に理解し、危機感を共有す

るとともに、高知県１漁協としてあるべき将来像の早期実現に向け、一人ひとりが責

任感を持って行動することを提言する。


